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足もとのマクロ環境と今後の物価連動国債市場の見通しについて

MHAM物価連動国債ファンド
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販売用資料
2023年6月22日

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。
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短期（6ヵ月～1年）における見通し

物価上昇が長期化するなか、欧米では金融引き締め政

策を継続し、物価上昇の抑制スタンスを示しています。一

方、日本では足もとの物価上昇率が日銀が物価安定の

目標としている「2％」の水準を超えているものの、先行きの

物価については慎重な見通しを示し、粘り強く金融緩和

政策を継続しています。今後、日銀の金融緩和政策の内

容が見直されるような局面では、一時的に物価連動国債

市場に影響を与える可能性が考えられます。しかし、国内

では幅広い分野で価格引き上げの動きが続いていることに

加え、2023年6月以降の電気料金の引き上げ、ガソリン

補助金の縮小、足もとの円安の進行等から今後も物価上

昇圧力が継続すると見込んでいます。また、これまでの物

価上昇や人手不足の影響から、一部の企業が賃金の大

幅な引き上げに動くなど、こうした賃金上昇が家計の物価

上昇への耐性を高めることによって更なる物価上昇が見込

まれます。

中長期（3～5年程度）における見通し

世界的なサプライチェーンへの見直し姿勢や脱炭素の流

れ、労働力不足による賃金上昇圧力など、世界的なイン

フレの動きは継続するとみています。このような環境のもと、

日銀短観（2023年3月調査）において企業は将来の

物価見通しを、今後5年間で年率2.1%へ引き上げるな

ど、先々の物価見通しに関して大きな変化が生まれていま

す。一方で、物価連動国債の主な価格変動要因である

将来予想される物価上昇率は0.996％（5月31日時

点）と日銀の予想する物価上昇率を下回っており、中長

期的にみた場合の物価連動国債の価格上昇余地はある

と考えています。

賃上げ率と物価指数*の推移

平素は、「MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想」をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

当資料では、足もとのマクロ環境と今後の物価連動国債市場の見通しについてご説明いたします。

※上記は過去の情報または作成時点の見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
また、上記の見通しおよび運用方針は、将来の市場環境の変動等により予告なく変更される場合があります。

※期間：1993年4月～2023年4月（月次）ただし、主要企業春季賃上げ率
は年次。2023年4月は2023春季生活闘争第6回回答集計の値を使用。

＊全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）、前年同月比
出所：厚生労働省、ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメン

トOne作成

期待インフレ率と物価見通しの推移

※期間：2020年5月31日～2023年5月31日（日次）ただし、企業の今
後5年間の物価見通しは四半期。

※企業の今後5年間の物価見通し：全規模合計全産業ベース
※期待インフレ率：
（中期）10年国債（第350回債、2028年3月償還）利回り－

物価連動国債（第23回債、2028年3月償還）利回り
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

※2023年5月31日時点

※期間：2004年5月31日（設定日前営業日）～2023年5月31日（日次）
※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異な
ります。

※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※2023年5月31日時点
※騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、実際の騰落率とは異なります。
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また、設定来の騰落率については、設定当初の投資元本をもとに計算しています。

基準価額と純資産総額の推移

2

基準価額
11,678円

純資産総額
277.5億円

ファンドの運用実績

騰落率（税引前分配金再投資基準価額）

足もとの分配金再投資基準価額の推移

分配金再投資
基準価額
12,431円

※期間：2022年12月30日～2023年5月31日（日次）
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異な
ります。

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

0.22% 2.02% 0.92% 2.00% 7.70% 24.31%
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※2022年12月30日の分配金再投資基準価額を100として指数化



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

3



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

4



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

5



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

6



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

7



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

○印は協会への加入を意味します。 2022年12月8日現在

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。

 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

＜備考欄について＞

※1　新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。

※2　備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。

※3　備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 （原則、金融機関コード順）

販売会社（お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください）

2023年6月22日時点

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想
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商号 登録番号等
日本証券

業協会

一般社団

法人日本

投資顧問

業協会

一般社団

法人金融

先物取引

業協会

一般社団

法人第二

種金融商

品取引業

協会

備考

株式会社みずほ銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

ソニー銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第578号 ○ ○ ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社山形銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第12号 ○

株式会社岩手銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社東北銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社東邦銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第7号 ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社第四北越銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第47号 ○ ○

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第41号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関　北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関　東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社清水銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第6号 ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社十六銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社南都銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第15号 ○

株式会社中国銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社筑邦銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第14号 ○

株式会社大東銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第17号 ○

株式会社名古屋銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第19号 ○

株式会社トマト銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社佐賀共栄銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第10号 ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関　九州財務局長（登金）第6号 ○

第一勧業信用組合 登録金融機関　関東財務局長（登金）第278号 ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

今村証券株式会社 金融商品取引業者　北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者　四国財務局長（金商）第21号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

長野證券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第125号 ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者　北海道財務局長（金商）第1号 ○

大熊本証券株式会社 金融商品取引業者　九州財務局長（金商）第1号 ○
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2023年6月22日時点

商号 登録番号等
日本証券

業協会

一般社団

法人日本

投資顧問

業協会

一般社団

法人金融

先物取引

業協会

一般社団

法人第二

種金融商

品取引業

協会

備考

大和証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者　東北財務局長（金商）第36号 ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者　福岡財務支局長（金商）第75号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者　福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第169号 ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第199号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者　中国財務局長（金商）第8号 ○

株式会社みちのく銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第11号 ○ ※1

株式会社筑波銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第44号 ○ ※1

株式会社滋賀銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○ ※1

株式会社京都銀行 登録金融機関　近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○ ※1

株式会社広島銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第5号 ○ ○ ※1

株式会社山口銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第6号 ○ ○ ※1

株式会社北九州銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第117号 ○ ○ ※1

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第34号 ○ ○ ○ ※1

株式会社あおぞら銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第8号 ○ ○ ※1

株式会社きらやか銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第15号 ○ ※1

株式会社東和銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第60号 ○ ※1

株式会社栃木銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第57号 ○ ※1

株式会社富山第一銀行 登録金融機関　北陸財務局長（登金）第7号 ○ ※1

株式会社もみじ銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第12号 ○ ○ ※1

株式会社西京銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第7号 ○ ※1

株式会社愛媛銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第6号 ○ ※1

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○ ※1

野村證券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○ ※1



ファンド通信

P7の「当資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

MHAM物価連動国債ファンド 愛称：未来予想

10

230609JS390060ファンド通信

2023年6月22日時点

商号 登録番号等
日本証券

業協会

一般社団

法人日本

投資顧問

業協会

一般社団

法人金融

先物取引

業協会

一般社団

法人第二

種金融商

品取引業

協会

備考

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者

株式会社ＳＢＩ証券）
登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社北洋銀行（委託金融商品取引業者　北洋

証券株式会社）
登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者

マネックス証券株式会社）
登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○


